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証券コード　7902

平成29年６月９日

株 主 各 位
東京都目黒区目黒本町二丁目15番10号

株 式 会 社 　 ソ ノ コ ム
代表取締役社長 岨 野 公 一

第55期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第55期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）

午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都目黒区目黒本町二丁目15番10号

本社 ５階

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第55期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報

告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 会計監査人選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。

　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.sonocom.co.jp/）

に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

 当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀の金融政策を下

支えに、企業収益の回復や雇用環境の改善がみられるなど緩やかな景気回復

基調で推移しました。一方、中国をはじめとする新興国経済の減速、米国の

新政権の政策動向や英国のＥＵ離脱問題などの海外情勢により、株式相場や

為替相場が大きく変動するなど、景気の先行きは依然として不透明な状況に

あります。

 当社が属するスクリーン印刷用製版業界におきましては、主要顧客である

電子部品業界において、スマートフォン向けや自動車関連向け製品の需要の

増加により、一部の製品の出荷額が増加傾向にありますが、電子部品業界で

の海外生産や同業他社との受注競争など引き続き厳しい状況が続いており

ます。

 このような状況のもと、当社におきましては、高精度製品の安定生産、生

産効率の向上に取り組んでまいりました。

 その結果、売上高につきましては、製品売上高17億27百万円（前事業年度

比0.7％減）、商品売上高１億40百万円（前事業年度比32.7％減）となり、

売上高合計18億68百万円（前事業年度比4.1％減）となりました。

 利益面におきましては、営業利益２億54百万円（前事業年度比9.0％減）、

経常利益３億67百万円（前事業年度比10.6％増）、当期純利益３億27百万円

（前事業年度比0.2％増）となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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 セグメントの業績は、次のとおりであります。

イ．スクリーンマスク

 当セグメントにおきましては、受動部品用の売上が低調であったため、

売上高13億67百万円（前事業年度比3.0％減）、セグメント利益４億26百

万円（前事業年度比5.0％減）となりました。

ロ．フォトマスク

 当セグメントにおきましては、大型フォトマスクの売上が好調に推移し

た結果、売上高３億60百万円（前事業年度比9.4％増）、セグメント利益

１億70百万円（前事業年度26.5％増）となりました。

ハ．その他

 当セグメントにおきましては、スクリーン印刷用資機材の売上が低調で

あったため、売上高１億40百万円（前事業年度比32.7％減）、セグメント

利益24百万円（前事業年度比23.9％減）となりました。

②　設備投資の状況

　当事業年度に実施いたしました設備投資は総額56百万円であります。

　その主なものは、製品の受注増に向けての生産装置と検査機器の導入な

どの投資であります。

③　資金調達の状況

　社債及び新株発行による資金調達は行っておりません。

－ 3 －
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(2) 財産及び損益の推移

区 分
第 52 期

平成26年３月期
第 53 期

平成27年３月期
第 54 期

平成28年３月期

第 55 期
(当事業年度)

平成29年３月期

売 上 高 (百万円） 1,525 1,648 1,948 1,868

経 常 利 益 (百万円） 50 210 331 367

当 期 純 利 益
(△は当期純損失)

(百万円） △73 241 326 327

1株当たり当期純利益
(△は１株当たり当期純損失)

(円） △18.65 61.68 83.49 87.04

総 資 産 (百万円） 7,491 8,097 8,124 8,227

純 資 産 (百万円） 6,757 7,096 7,309 7,414

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社は顧客の要求する高精度な製品をより効率的に生産・販売出来るよう

に取り組んでまいります。

①販売体制につきましては、営業同士の情報連絡を密にすると共に工場の技

術・製造と一体となり、顧客ニーズを的確に把握し、迅速に対応する事で、

拡販を図ってまいります。

②生産体制につきましては、生産設備を有効利用し、高精度製品の安定供給

を行ってまいります。

③技術体制につきましては、高精度製品の安定供給のための技術サポートと

共に他社と差別化できる製品の開発を行うため、新しい技術に積極的にチ

ャレンジしてまいります。

－ 4 －
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

主に電子業界向けのスクリーン印刷用版（電子部品の生産、プリント回路

板の表面実装、液晶デバイスの生産用等）の製造販売及び印刷機、スキージ

等のスクリーン印刷用資材の仕入販売を行っております。

(6) 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 目 黒 区

玉 川 工 場 神 奈 川 県 川 崎 市

松 戸 工 場 千 葉 県 松 戸 市

(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

94（16）名 4名増(1名増) 40.7歳 18.6年

（注）　使用人は就業人員であり、臨時使用人は()内に年間平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。

－ 5 －
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２．株式の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 12,936,000株

(2) 発行済株式の総数 5,000,000株（自己株式1,335,036株含む）

(3) 株主数 820名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

岨 野 俊 雄 807千株 22.0％

有 限 会 社 ケ イ エ ス シ ー 538千株 14.6％

岨 野 公 一 468千株 12.7％

ソ ノ コ ム 社 員 持 株 会 131千株 3.5％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 124千株 3.3％

石 井 博 幸 73千株 1.9％

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG 72千株 1.9％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 66千株 1.8％

久 　 森 　 香 代 子 54千株 1.4％

段 　 　 　 貴 久 子 49千株 1.3％

（注）１.当社は、自己株式を1,335,036株保有しておりますが、上記大株主からは控除しており

ます。

　　　２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成29年３月31日現在）

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

－ 6 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名
担当及び重要な兼職の
状 況

代 表 取 締 役 社 長 岨 野 公 一

取 締 役 髙 木 清 啓 業 務 部 長

取 締 役 黒 川 秀 樹 松 戸 工 場 長

取 締 役 名 誉 会 長 岨 野 俊 雄

取 締 役 鈴 木 　 清

鈴 木 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

日 栄 工 業 株 式 会 社  社 外 取 締 役

株式会社エフ･ジェー･ネクスト 社外取締役

独立行政法人国立美術館 非常勤監事

株式会社ディスカバリー 代表取締役

常 勤 監 査 役 金 子 直 行

監 査 役 内 藤 貴 昭
み ず き 総 合 法 律 事 務 所
（ 弁 護 士 ）

監 査 役 落 合 智 治 落合公認会計士税理士事務所所長

（注）１.取締役鈴木清氏は、社外取締役であります。

　　　２.監査役内藤貴昭氏及び監査役落合智治氏は、社外監査役であります。

　　　３.監査役金子直行氏は、当社に昭和54年2月に入社し製造や営業の職に従事し、平成15年

７月よりは監査室長を平成20年４月よりはＩＳＯ推進室長を努め、通算35年にわたり

当社業務に従事しており、当社の業務に精通しております。

４.監査役落合智治氏は、公認会計士及び税理士として、財務及び税務に関する相当程度の

知見を有しております。

５.当社は、鈴木清氏及び内藤貴昭氏、落合智治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。

－ 7 －
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名

（１名）

61百万円

（４百万円）

監 査 役

（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

４名
（３名）

12百万円

(４百万円)

合 計 ８名 73百万円

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成３年６月27日開催の第29期定時株主総会において年額100

百万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成３年６月27日開催の第29期定時株主総会において年額20

百万円以内と決議いただいております。

３．上記支給額には、以下のものが含まれております。

　　・当事業年度における役員賞与引当金繰入額10百万円（取締役５名に対し、８百万円

（うち社外取締役１名に対し０百万円）、監査役３名に対し１百万円（うち社外監査

役２名に対し０百万円））。

　　・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額９百万円（取締役５名に対し８百

万円（うち社外取締役１名に対し０百万円）、監査役４名に対し１百万円（うち社外

監査役３名に対し０百万円））。

－ 8 －

会社役員の状況
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(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役鈴木清氏と当社は、顧問契約を締結し、税務に関する専門的な助

言を受けておりますが、株主の皆さまとの間に利益相反が生じるおそれは

なく、同氏が社外取締役として取締役会の監督機能を果たすうえで、特段

の支障はないものと判断しております。

　なお、同氏は日栄工業株式会社の社外取締役、株式会社エフ・ジェー・

ネクストの社外取締役、独立行政法人国立美術館の非常勤監事、株式会社

ディスカバリーの代表取締役でありますが、当社と兼職先との間には特別

の関係はありません。

　監査役落合智治氏は、落合公認会計士税理士事務所所長でありますが、

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

　取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

活 動 状 況

 取締役　鈴　木　　　清

 当事業年度に開催された取締役会17回のうち14回に出席いた

しました。主に財務及び税務の専門家の専門的見地から意見

を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための助言・提言を行っております。

 監査役　内　藤　貴　昭

 当事業年度に開催された取締役会17回のうち13回、監査役会

15回のうち14回にそれぞれ出席いたしました。取締役会及び

監査役会においては、必要に応じ、弁護士としての専門的見

地から発言を行っております。

 監査役　落　合　智　治

 平成28年６月29日就任以降、当事業年度に開催された取締役

会13回のうち10回、監査役会10回のうち10回にそれぞれ出席

いたしました。取締役会及び監査役会においては、必要に応

じ、財務及び税務の専門家としての専門的見地から発言を行

っております。

（注）監査役落合智治氏は、平成28年６月29日開催の第54期定時株主総会におい

て選任されたため、取締役会及び監査役会の開催回数が他の社外監査役と

異なります。

－ 9 －
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　監査法人和宏事務所

(2) 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

13百万円

 (注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分出

来ませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査契約の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見

積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会

計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役会は監査役会全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた

します。

－ 10 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　当社は、顧客満足の充実及び株主利益の向上のため、コンプライアンス

規程を制定し、取締役が法令及び定款等を遵守するとともに、リスク管理

体制の強化、内部統制システムの拡充を図っております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等の社内規程に

従い適切に保存及び管理を行っております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　各部署は、それぞれの部署に関するリスクの管理を行い、リスク管理を

統括する部署へ定期的にリスク管理の状況を報告し、連携を図っておりま

す。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、原則月１回開催し、重要な項目についての意思決定を行い、

その意思決定に基づき各部門長が出席する各会議において、具体的な業務

遂行の打合せを行い、その打合せに基づき、業務を展開する体制をとって

おります。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　使用人は会社が社会の一員であることを自覚し、社会からの信頼を維持

しさらに高めていくため、法令はもとより、社会人としての正しい姿勢・

行動規範を厳守することに努めております。また、組織・職制・職務分掌

に関する規程及び職務権限規程により、職務の範囲や権限を定め、適正な

牽制が機能する体制をとっております。

－ 11 －
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⑥　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　監査役は、取締役会に出席し、取締役及び使用人から、重要事項の報告

を受けております。そのため取締役及び使用人は、取締役会の日程を監査

役に連絡し出席を依頼しております。また、次のような緊急事態が発生し

た場合は、取締役及び使用人は、遅滞なく監査役に報告することとしてお

ります。

(1)当社の業務または財務に重大な影響を及ぼすおそれがある法律上また

は財務上の諸問題

(2)その他当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

⑦　その他監査役の監査が、実効的に行われることを確保するための体制

　常勤監査役は、取締役及び使用人から、上記のとおり、重要事項につい

て常に報告を受け、また調査を必要とする場合には各部署に要請して、監

査が効率的に行われる体制をとっております。また監査役３名で構成する

監査役会を月１回以上開催し、重要事項について協議するほか、年４回、

監査役会と会計監査人との面談を持ち、特に財務上の問題点につき協議し

ております。このような体制で、監査がより実効的に行われることを確保

しております。

⑧　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、取締役会に

おいて決議された「内部統制システムの基本方針」に基づき、当社の内部

統制システムを整備運用しております。

　また、当社の内部統制責任者は、毎月内部統制の進捗状況を取締役会へ

の報告を行っております。

－ 12 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

そ の 他

4,187,878

3,383,091

29,704

473,228

22,172

97,683

3,126

48,451

67,190

6,218

51,819

5,191

4,039,753

2,174,074

632,036

6,181

92,786

2,698

24,911

1,390,510

24,950

3,926

1,990

1,935

1,861,751

1,583,754

269,010

8,986

流 動 負 債 405,614

支 払 手 形 107,733

買 掛 金 54,911

未 払 金 32,675

未 払 費 用 63,748

未 払 法 人 税 等 55,398

未 払 消 費 税 等 10,864

預 り 金 1,084

賞 与 引 当 金 37,177

役 員 賞 与 引 当 金 10,000

設 備 関 係 支 払 手 形 32,023

固 定 負 債 407,447

繰 延 税 金 負 債 23,931

退 職 給 付 引 当 金 11,796

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 371,720

負 債 合 計 813,062

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 7,352,592

資 本 金 925,750

資 本 剰 余 金 1,405,550

資 本 準 備 金 1,405,550

利 益 剰 余 金 5,846,444

利 益 準 備 金 190,106

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,656,337

別 途 積 立 金 4,800,000

繰 越 利 益 剰 余 金 856,337

自 己 株 式 △825,151

評価・換算差額等 61,976

その他有価証券評価差額金 61,976

純 資 産 合 計 7,414,569

資 産 合 計 8,227,631 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,227,631

－ 13 －
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損　益　計　算　書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,868,244

売 上 原 価 1,178,711

売 上 総 利 益 689,532

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 435,284

営 業 利 益 254,247

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 1,496

有 価 証 券 利 息 26,412

投 資 有 価 証 券 償 還 益 72,458

為 替 差 益 8,132

雑 収 入 5,232 113,732

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損 687

雑 損 失 179 867

経 常 利 益 367,113

特 別 利 益

受 取 弁 済 金 19,929 19,929

税 引 前 当 期 純 利 益 387,043

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 81,505

法 人 税 等 調 整 額 △21,819 59,685

当 期 純 利 益 327,358

－ 14 －
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

　　　　（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 925,750 1,405,550 1,405,550 190,106 4,800,000 556,384 5,546,490 △681,151 7,196,639

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △27,404 △27,404 △27,404

当 期 純 利 益 327,358 327,358 327,358

自己株式の取
得

△144,000 △144,000

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 299,953 299,953 △144,000 155,953

当 期 末 残 高 925,750 1,405,550 1,405,550 190,106 4,800,000 856,337 5,846,444 △825,151 7,352,592

評価･換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 112,859 112,859 7,309,498

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △27,404

当 期 純 利 益 327,358

自己株式の取
得

△144,000

株主資本以外の項
目の事業年度中
の変動額(純額)

△50,882 △50,882 △50,882

事業年度中の変動額合計 △50,882 △50,882 105,070

当 期 末 残 高 61,976 61,976 7,414,569

－ 15 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、原材料　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

・仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年間均等償却であります。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　３～38年

機械及び装置　４～７年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

－ 16 －

個別注記表
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②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退任時に支給される慰労金の支払に備えるため､ 

社内規程に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。

　なお、当事業年度において、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　建物 2,491千円

　土地 42,376千円

計 44,867千円

当座借越契約（極度額500,000千円）の担保として設定しております。

期末現在当座借越額はありません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,224,240千円

－ 17 －
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,000,000株 －株 －株 5,000,000株

(2) 自己株式の種類及び数

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,085,036株 250,000株 －株 1,335,036株

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加 250,000株は、東京証券取引所の自己株式立会外買

付取引（ToSTNeT-3）による買付けによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成28年６月29日開催の第54期定時株主総会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 27,404千円

・１株当たり配当額 ７円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月30日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

平成29年６月29日開催の第55期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・株式の種類 普通株式

・配当の原資 利益剰余金

・配当金の総額 25,654千円

・１株当たり配当額 ７円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月30日

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　短期的な運転資金及び設備投資資金等、すべて自己資金でまかなっております。

余資については、安全性が高く、流動性のある金融商品を選択して運用しております。

－ 18 －
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　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。

有価証券及び投資有価証券は、「その他有価証券」に分類される短期及び長期保有を目的

とした株式、債券及び投資信託であり、市場価格の変動に晒されております。また、一部

を外貨建て債券等で運用しており、為替の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形、買掛金、未払金、未払法人税等及び設備支払手形は、そのほと

んどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　③　金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程にしたがい、年４回の与信枠見直しを実施しております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券、投資有価証券及びデリバティブ取引につきましては、取引の実行及び管理に

ついて、取締役会の決議事項となっております。また、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況を把握し、市況を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(2)金融商品の時価等に関する事項

  平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（（注）２.参照）。

貸借対照表計上額
（千円）

時　　価
（千円）

差　　額
（千円）

(1)現金及び預金

(2)受取手形

(3)売掛金

(4)電子記録債権

(5)有価証券及び投資有価証券

　　　3,383,091

　　　 　29,704

　  　　473,228

　  　 　22,172

　　　1,659,438

   　3,383,091

　 　 　29,704

　　　 473,228

　　　　22,172

　　 1,659,438

　　　－

　　　－

　　　－

　　　－

　　　－

　資産計 　　　5,567,635  　　5,567,635 　　　－

(1)支払手形

(2)買掛金

(3)未払金

(4)未払法人税等

(5)設備関係支払手形

　　　　107,733

　　   　54,911

　    　 32,675

　 　　　55,398

　　　　 32,023

　　 　107,733

　 　 　54,911

　　 　 32,675

　　　　55,398

　　　　32,023

　　　－

　　　－

　　　－

　　　－

　　　－

　負債計 　　　　282,740  　　　282,740 　　　－

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

－ 19 －
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資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近以していることから、当該帳

簿価額によっております。

(5)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関か

ら提示された時価によっております。投資信託については、公表されている基準価格に

よっております。

負債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)未払金、(4)未払法人税等、(5)設備関係支払手形

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近以していることから、当該帳

簿価額によっております。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 　　　　　　　　　　22,000

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「(5)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３.金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金

受取手形

売掛金

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期

があるもの

  3,383,091

　 　29,704

　　473,228

224,404

　－

　－

　－

　　766,751

　－

　－

　－

 　 290,137

　－

　－

　－

　－

合　計 　4,110,429 　　766,751  　 290,137 　－

－ 20 －

個別注記表



2017/05/27 10:05:59 / 16267315_株式会社ソノコム_招集通知

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 113,746千円

ゴルフ会員権評価損 13,440千円

退職給付引当金 3,609千円

投資有価証券評価損 20,733千円

賞与引当金 11,472千円

減損損失 12,128千円

税務上の繰越欠損金 60,564千円

その他 6,910千円

繰延税金資産小計 242,605千円

評価性引当額 △187,389千円

繰延税金資産合計 55,215千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △27,326千円

繰延税金負債合計 △27,326千円

繰延税金資産の純額 27,888千円

７．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

議決権の所
有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の近親
者

岨野弘子
所有

直接1.17
－

自己株式の取得
(注)

144,000 － －

(注)自己株式の取得は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取得

　　しており、取引価格は平成28年８月８日の終値によるものです。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,023円09銭

(2) １株当たり当期純利益 87円04銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

（注）計算書類の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 21 －
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月17日

株式会社　ソノコム

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 南 　 幸 治 

業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 澤 公 一 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ソノコムの平成28年４月１日から平成29

年３月31日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及

びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類

及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 22 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第55期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人

等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

－ 23 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

平成29年５月18日

株式会社ソノコム監査役会

常勤監査役 金 子 直 行 

社外監査役 内 藤 貴 昭 

社外監査役 落　合　智　治 

以　上

－ 24 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第55期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業

展開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は25,654,748円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年６月30日といたしたいと存じます。

－ 25 －

剰余金処分議案
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第２号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である監査法人和宏事務所は、本総会終結の時をもって任期

満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであり

ます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。

　また、監査役会が仰星監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監査法

人は、当社の会計監査人に求められる専門性、独立性及び適切性を有し、当社の

会計監査が適正かつ妥当に行われることを確保する体制を備えていると判断した

ためであります。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（平成29年３月31日現在）

名　　　称 仰星監査法人

事　務　所

主たる事務所　　東京都千代田区九段南三丁目3番6号　麹町ビル

従たる事務所　　大阪府大阪市中央区久太郎二丁目4番11号

愛知県名古屋市中区二丁目10番19号

石川県金沢市兼六元町11番25号

沿　　　革

平成２年９月　　北斗監査法人　設立

平成11年10月　　東京赤坂監査法人と合併、東京北斗監査法人に名称

変更

平成18年10月　　監査法人芹沢会計事務所と合併、仰星監査法人に名

称変更

平成23年７月　　明澄監査法人と合併、北陸事務所を開設

平成26年７月　　明和監査法人と合併

概　　　要

出　 資 　金　　143,000,000円

人 員 構 成 　　社　員（公認会計士）　　　　　40名

　　　　　　　　　　　　　　　　（うち代表社員21名）

職　員（公認会計士）　　　　 125名

　　　（公認会計士試験合格者）38名

　　　（その他）　　　　　　　24名

合　計　　　　　　　　　　　 227名

以　上

－ 26 －
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株主総会会場ご案内図
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